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2013年3月期事業別売上高実績 5.8兆円(連結)

社会インフラ
2.6兆円
（41%）

デジタルプロダクツ
1.4兆円
（23%）

電子デバイス
1.3兆円
（21%）

その他
0.3兆円
（5%）

家庭電器等
0.6兆円
（10%）

１．東芝の事業概要
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２．研究開発体制

半導体研究開発センター

電力・社会システム技術
開発センター

コーポレート部門

生産技術センター

東芝テック （株）
東芝エレベータ （株）
東芝ソリューション （株）
東芝メディカルシステムズ （株）
東芝コンシューマエレクトロニクス・ホールディングス （株）

各社 関連
研究所・開発センター

ソフトウエア技術センター

デジタルプロダクツ＆サービス社

クラウド＆ソリューション事業統括部

セミコンダクター＆ストレージ社

部品材料事業統括部

電力システム社

社会インフラシステム社

生産統括グループ

技術統括グループ

社内カンパニー

コーポレート研究開発部門

社内カンパニー 開発センター

スマートコミュニティ事業統括部

新照明システム事業統括部

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ＆ｿﾘｭｰｼｮﾝ
開発センター

研究開発センター
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研究開発センター

所 在 地 : 神奈川県 川崎市 幸区 小向東芝町１番地

敷地面積 : 約3.8万㎡

従業員数 : 約960名

内研究者 約860名（女性約140名）

（2013年3月末時点）■ 海外

ケンブリッジ研究所

量子暗号通信・音声認識・

コンピュータービジョン

通信研究所
（ﾌﾞﾘｽﾄﾙ）

無線通信 音声認識・機械翻訳

東芝中国社研究開発ｾﾝﾀｰ
（北京）

３．研究開発センター概要
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映像理解
映像処理
音声・言語処理
知識処理

映像理解
映像処理
音声・言語処理
知識処理

ＮＡＮＤフラッシュメモリー
ＭＲＡＭ
磁気ヘッド
新規メモリ技術

ＮＡＮＤフラッシュメモリー
ＭＲＡＭ
磁気ヘッド
新規メモリ技術

ナノエレクトロニクス
エコ・エナジーデバイス
ナノプロセスシミュレーション

ナノエレクトロニクス
エコ・エナジーデバイス
ナノプロセスシミュレーション

無線・ネットワーク
セキュリティ
コンピューティング技術

無線・ネットワーク
セキュリティ
コンピューティング技術

□情報通信プラットフォーム□情報通信プラットフォーム □LSI・ストレージ□LSI・ストレージ

□ヒューマン・インターフェース□ヒューマン・インターフェース

□ナノ材料・デバイス□ナノ材料・デバイス

システムエンジニアリング
メカニカル・エンジニアリング
高信頼システム設計

システムエンジニアリング
メカニカル・エンジニアリング
高信頼システム設計

□機械・システム□機械・システム

研究開発センターの
主な研究領域

３．研究開発センター概要
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４．研究開発センターにおける輸出管理

輸出管理統括責任者
（所長）

該非判定責任者
（技術領域統括次長)

輸出管理委員会

輸出管理責任者
（研究企画部門長）

審査担当
（技術管理担当）

輸出管理推進委員会

部門長
推進委員

４．１ 輸出管理体制
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カンパニー等の
輸出管理責任者
の承認が条件ＳＴ管理票の起票

・制限顧客か？
・特別用途管理取引か？
・需要者要件該当か？
・用途要件該当か？
・インフォーム要件該当か？
・不審な取引か？

No

Yes

・許可不要
・個別許可取得
・特別一般包括許可適用

キャッチオール・チェックシートの起票

・制限顧客か？
・特別用途管理取引か？
・需要者要件該当か？
・用途要件該当か？
・インフォーム要件該当か？
・行政指導要件か？
・不審な取引か？
・輸出許可取得要か？

Yes

取引辞退

承認

取引審査完了

Ｎｏ

技術提供の依頼

取引審査
完了

該非判定
（リスト該当技術か？）

（米国法上規制技術か？）

不承認
輸出管理部の審査

４．研究開発センターにおける輸出管理

４．２ 取引審査

・外国ユーザーリスト掲載の顧客
・行政処分を受けている顧客
・大量破壊兵器の拡散懸念顧客
・テロ組織、テロリスト等

東芝で実施している特別な管理
・特別管理地域向け取引
イラン、イラク、北朝鮮、
キューバ、シリア、スーダン

・軍向け又は軍事用途向け取引
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【帳票例：該非判定票】
該非判定票 

  （確 認）  （承 認）  （該非判定責任部門）  （起案部門） 

  （    ）  （    ）  ［   ］（   ）  ［   ］（   ）

マスタ登録  輸出管理責任者  該非判定責任者  承 認 担 当  承 認 担 当 

・ ・ 

 

 

 ・ ・  ・ ・  ・ ・ ・ ・  ・ ・ ・ ・ 

規制貨物･技術 米国原産貨物･技術 判定票 No. ： 

貨物・技術名 

貨物判定区分 技術判定区分 

製品 

コード 貨物・技術名 型式(モデル) SP KP 政省令項番 SP KP 政省令項番

総合

判定

判定の 

根拠説明 

ＷＡ 

区分 

HS 

コード 

外部

公表

EMC

区分

プロダクトシート

No. 

ECCN 

再輸出可能国群

コード（裏面参照）

       

 

  

 

        

       

 

  

 

        

       

 

  

 

        

       

 

  

 

        

       

 

  

 

        

       

 

  

 

        

       

 

  

 

        

       

 

  

 

        

 ＳＰ区分(１～15 項)   ＫＰ区分(16 項)       判定（非該当の場合はＨＳコード記載方）  判定用添付資料     （有＝○） 

 ０：非該当 

１：該当 

－：対象なし

 ０：非該当 

１：該当 

－：対象なし 

 

 

０：非該当（技術なし）  ＃：ＳＰ該当 
Ｘ：非該当（貨物なし）  ／：未判定 
Ｙ：非該当（全て０） 
％：ＫＰ該当 

・項目別対比表又はﾊﾟﾗﾒｰﾀｼｰﾄ [  ] 
・仕様書又はｶﾀﾛｸﾞ         [  ] 
・外部登録(公表)資料       [  ] 
・その他(自主判定書等)      ［  ］ 
・プロダクトシート       ［    ］ 

ＷＡ区分 

Ｖ：極めて機微な品目

Ｓ：機微な品目 

Ｂ：基礎的な品目 

Ｅ：暗号特例適用 

EMC 区分 
０：対象外 

２：社外製直接製品 

３：東芝製直接製品 

４：転売品 

５：組込品 

６：組込比率省略品 

９：混在品 

輸出管理組織コメント 

貨物・技術名

技術判定区分

政省令項番

総合判定

判定の根拠説明

米国原産貨物・技術

輸出管理責任者の確認

４．研究開発センターにおける輸出管理

４．２ 取引審査
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【帳票例：ＳＴ管理票】

【以下の場合起票】

・リスト該当技術

・制限顧客向け

・特別管理地域向け
（イラン、イラク、

北朝鮮、キューバ、
シリア、スーダン）

・需要者要件

・用途要件

・軍・軍事用途

・インフォーム要件

・行政指導要件

・不審取引

Ｓ Ｔ 管 理 票
カンパニー

・一般取引 ・特別管理地域 カンパニー （本輸） ｶﾝﾊﾟﾆｰ/(本輸)

コード 社内包括許可No.(*) 国･地域名 結果 輸出管理責任者
該・非
該・非
該・非 可・否
CP会社等

宛名

所在地 国･地域名

宛名

所在地 国･地域名

用途 　　　不明

不明
有・無
CP会社等

添付の有無

輸出許可申請書（Ｅ／Ｌ 許可結果
申請日：
取得日：
許可No.：
役務取引許可（要・否）
包括Ｅ／Ｌ適用　(*) 可・不可
項番：　　　　　　　
許可No.：

貨物 技術 仕向地・経由地
輸出許可条件　(*) 　有・無　

許可結果 輸出管理責任者

内　容：

担当者 責任者 審査担当者 結果
取引可否 有　・　無

可・否

(*)

審査担当者 グループ長 (本輸）長

 －　－  －　－  －　－

（　　　　　　　　　　　　

(６)

(５)

最
終
需
要
者

(本輸)ＳＴＣ取引承認(*)特記事項（ｶﾝﾊﾟﾆｰ輸出管理組織、（本輸）記入）

 －　－ －　－

再輸出許可条件　(*)

 －　　－

 －　－
　有・無　

梱包出荷部門

－　－

カンパニー輸出管理組織ＥＭＣ取引承

 －　－ －　－

可・不可

米国政府再輸出承認要否
不要時の理由：

－　－ －　－

要・不要
 確認日:　　－　　－

管理完了

起票部門

(３)

(４)

調査事項 結果

梱包出荷指示書とインボ

     及び出荷梱包との
技術の場合履歴管理台帳

(７)

輸出管理責任者

規制項番
個　数 摘要欄

出荷予定日 通関予定日(*) 管理完了予定日

明確・不明確

該・非

該・非

該・非

該・非

該・非
審査担当者

ＳＴ管理票No.
見積･引合No. 社内発番･手配No. 注文主注文書No.

結果輸出管理組織 審査担当者部門名:　　　　　　　 　Tel: 担当者 責任者

調査事項

制限顧客リスト

輸出等区分
・輸出
・輸出関連取引
・仲介貿易

出
荷
確
認
出
荷
後

管理対象
取引区分

・米国原産貨物･技術　(再輸出可能国　：　該　

・軍/軍事用途向け
・要件該当・制限顧客(国内・外)

引合ルート

注文主

　国･地域名/顧客名

仕
向
先

社内包括許可No.(*)

販売ルート(物流ルート)(*)

特別管理地域・Ｇ１・Ｇ２・Ｇ３・国

　取引関係者含む国･地域の分類設置場所

添付の有無

有　・  無

輸送条件及び輸送業者名　(*)  

注文主購入仕様書No.(*)

注文品名（代表品名）

ハイリスク・プロファイル

インフォーム要件

(１)

(２)

米
国
政
府
許
可
承
認

米国政府再輸出承認　(

申請日：

取得日：

許可No.：

客
観
要
件

行政指導要件

軍・軍事用途

 －　－  －　－

 －　－

用
途
確
認

（不明確の場合）
途確認書(様式： 　

需 要 者

経
済
産
業
省
許
可
確
認

検収完了／持帰り・返却確認

　　起票部門

用　　途

 －　－

取引書類より明確

カンパニー輸出管理責任者

 －　　－

現地搬入据付：有　・　

 －　　－  －　　－

内　容：

船積担当部門(*) カンパニー審査担当者

 －　－

（注）(*)印のついた項目は、該当する場合に記入する

取引可否

 －　－

 －　－

 －　－

 －　－

 －　－

 －　－

コード

社内包括許可No.(*)

取扱店注文書No.(*)

コード

（　　　　　　　　　）

米国原産貨物･技術

－　－

 －　－

総価格

有 ・ 無

貨物・技術名

要・不要
経済産業省への申請要
否　　　　　不要時の

N/再輸出可能国群ｺ

 －　－
特記事項（起票部門記入）（取引中止等の場合は理由等、関連ＳＴ管理票がある場合はNo.等記入のこと

予定日:　　－　　－　　　持帰り・返却：有　・　
 －　－  －　－  －　－

取

引

確

認

特別管理地域

　

 －　－

可・不可

最終需要者

貨物・技術名

規制項番

米国原産貨物・技術

【取引確認】
・制限顧客
・特別管理地域
・需要者要件
・用途要件
・軍・軍事用途
・インフォーム要件
・行政指導要件
・不審取引有無

経産省の許可状況

「輸出管理部」承認

経産省への許可申請要否

米国政府の許可状況

４．研究開発センターにおける輸出管理

４．２ 取引審査



© 2013 Toshiba Corporation
11

【帳票例：ＣＡＣＳ
（キャッチオール・チェックシート）】

１．リスト非該当技術を提供する場合、
全ての取引についてＣＡＣＳを起票し、
キャッチオール確認を実施。

２．但し、Ｇ２、Ｇ３地域向けはＣＡＣＳの
起票は省略可能。

（部門内でダブルチェックを実施し、
確認結果を残す）

・特別管理地域：イラン、イラク、北朝鮮、
キューバ、シリア、スーダン

・Ｇ１地域：重要地域
（中国、ロシア、インド等３６か国）

・Ｇ２地域：通常地域
（Ｇ１、Ｇ３地域を除く国・地域）

・Ｇ３地域：輸出令別表３の地域
（米国、英国、フランス等のホワイト国）

最終需要者

該非判定確認

需要者確認

用途確認

インフォーム確認

その他軍用途等の確認

輸出管理責任者の承認

４．研究開発センターにおける輸出管理

４．２ 取引審査
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• 研究成果の外部への公表（学会、論文等）

–不特定多数向け以外は輸出管理が必要

• 海外の研究機関・大学との共同研究

–提携による貨物・技術の輸出・提供

• 海外出張時の携行品及び技術提供

–技術の持出・提供

４．研究開発センターにおける輸出管理

４．３ 輸出管理の必要な場面
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• 海外研究生・留学生の受入
（非居住者、外国籍者）

–技術指導

–研究装置の使用

• 研究成果品・試作品の海外への送付

–貨物の輸出

• 米国原産技術の管理

• 入口管理・出口管理

４．３ 輸出管理の必要な場面

４．研究開発センターにおける輸出管理
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４．４ 主な規制貨物・技術

技術

東芝海外研究所

海外研究機関

海外大学

暗号技術
無線通信技術

ＩＣ設計技術

共同研究

半導体基板・チップ貨物

米国原産技術

◆5E002

◆5D002
委託成果、共同研究成果

４．研究開発センターにおける輸出管理

共同研究
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４．５ 取引承認件数推移

技術 貨物

公知
CA規制

ﾘｽﾄ規制

公知技術の割合が高い

４．研究開発センターにおける輸出管理
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輸出管理を電子承認システムに追加

1. 社外発表申請

2. 技術提携申請

3. 海外出張申請

4. 参観承認申請

既存の電子承認
システムに輸出
管理チェック項目
を追加

輸出管理“審査担当”が全

件チェック

５．研究開発センターにおける輸出管理事例
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５．１ 社外発表申請

貿易外省令第9条第2項

第九号適用

・学会発表

・論文投稿

・講演会、展示会

不特定多数向け
提供

特定者への提供 承認国内

承認

申

請

海外、国内使用が不明確

輸出管理承認取得確認後 承認

審査担当
Check

５．研究開発センターにおける輸出管理事例
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５．１ 社外発表申請（サンプル）

輸出管理上の
確認ポイント

５．研究開発センターにおける輸出管理事例
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５．２ 海外出張申請

審査担当
Check

訪問先、提供技術等

承認申請者 予算・出張可否

出張日程表

部門長
Check

システムに登録

承認ﾒｰﾙ

５．研究開発センターにおける輸出管理事例
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５．３ 参観承認申請

参観承認手続き

・参観目的／理由

・参観場所・内容の特定

・輸出管理

非居住者、外国籍者の識別

輸出管理承認の事前取得

５．研究開発センターにおける輸出管理事例
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５．３ 参観承認申請（サンプル）

５．研究開発センターにおける輸出管理事例
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５．４ 米国原産技術の管理

 自部門の管理対象者の把握

→ 従業員情報管理部門との連携

→ 外国籍従業員リスト作成

 自部門の管理対象技術の把握

→ 米国原産技術管理リスト作成

外国籍従業員、外国籍研修生受け入れに活用

５．研究開発センターにおける輸出管理事例
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研究開発センター

５．５ 基礎科学研究
の除外規定の
運用

 除外規定は
不採用
→企業の

研究は
「事業化の
ための研究」
の位置づけ

５．研究開発センターにおける輸出管理事例
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 秘密保持義務（開示・漏洩の禁止）

 雇用関係終了後の秘密保持義務

 退職時の機器・情報の返還義務

★出口管理

 退職時も秘密保持誓約書作成

５．６ 入口管理・出口管理
誓約書による管理

★入口管理

５．研究開発センターにおける輸出管理事例


